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第１ 総則  

１．要求水準書の位置づけ 

本書は、那覇港管理組合（以下、「組合」という。）が、本事業を実施する民間事業者の募集、選定

にあたり、民間事業者に対して交付する募集要項と一体のものとして、本事業の各業務について、組

合が要求するサービスの水準を示すものである。本書で使用する用語の定義については、募集要項に

準ずるものとする。 

応募者は、本書で示された要求水準を満たしたうえで提案を行うこととし、組合は、要求水準を事

業者選定の過程における審査条件とする。 

また、事業者は、本事業の事業期間にわたって要求水準を保持しなければならないものとする。 

 

２．業務実施における基本方針 

本施設は、物流コストの低減という那覇港の課題解決に向けて、集貨・創貨を促進することによ

り取扱貨物の増大を目指し、物流機能の高度化や流通加工産業の集積を図る総合物流施設である。 

本事業の実施にあたっては、本施設が国際コンテナターミナル直背後に立地する港湾施設であり、

マルチテナント型物流センターとして広く利用に供されるものであることを踏まえ、那覇港及び後

背地の活性化に資する物流施設として、適切に活用されるよう努めるものとする。 

 

３．対象施設の概要 

（１）施設名称 

那覇港総合物流センター 

 

（２）施設の立地条件 

表 1-1 本施設の立地条件等 

項目 概要 

所在地 那覇市港町 1 丁目 205 番地の一部、206 番地の一部 

敷地面積 26,400.73 ㎡ 

施設概要 建築面積：15,369.81 ㎡ 

延べ床面積：45,828.35 ㎡（倉庫部床面積：各階 10,495 ㎡、

建物合計 31,485 ㎡） 

用途地域：準工業地域及び商業地域 

階数：３階建て（事務所棟部分は 7 階建て） 

・敷地内通路は液状化対策済みである。 

専用区画 物流棟：倉庫最大１５区画（各階５区画×３階） 

事務所棟：事務室８室（２～５階、各階２室） 

その他 ・本施設は、港湾運送事業法の適用を受ける港内に立地して

いる。 
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図 1-1 位置図（新港ふ頭地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2 本施設の立地条件等  

那覇港総合物流センター 
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４．本事業の概要 

本事業において SPC が実施する業務は、本施設の維持管理業務及び運営業務とする。SPC の主要

な業務は、次のとおり予定している。 

 

（１）業務内容 

ア 本施設の維持管理業務 

・建築物保守管理業務 

・建築設備保守管理業務 

・経常修繕業務 

・植栽・外構保守管理業務 

・保安警備業務 

・清掃業務 

・その他維持管理上必要な業務 

 

イ 本施設の運営業務 

・開業準備に係る業務 

・転貸料等の収受及び管理に係る業務 

・テナント管理業務 

・集貨・創貨マネジメント業務 

・防災・緊急時対応業務 

・事業期間終了時の引継業務 

・その他運営上必要な業務 

 

（２）業務期間 

業務期間は、事業期間内において、以下のとおりとする。  

 ・維持管理業務期間 公有財産貸付契約に基づく賃貸借の期間開始日から事業契約終了日まで 

 ・運営業務期間   公有財産貸付契約に基づく賃貸借の期間開始日から事業契約終了日まで 

 

（３）実施体制 

SPC は、本事業を確実かつ円滑に実施するため、以下に規定する統括管理責任者及び業務責任者

を定め、管理体制、業務分担、緊急連絡体制等の業務に必要な書類を業務着手前に組合に提出するこ

と。なお、統括管理責任者は、上記４（１）業務内容ア、イに示す個別業務を確実に履行する限りに

おいて、各業務の業務責任者が兼務することは可能とする。組合と統括管理責任者及び各業務責任者

の関係については、「別紙１ 本事業の業務実施体制について」を参照すること。 

 

ア 統括管理責任者の設置 

SPC は、本事業全体を総合的に把握・調整を行う統括管理責任者を定めること。統括管理責任者

は、本事業の目的・内容を十分踏まえたうえで、次の役割を担うこと。 

・個別業務を一元的に統括管理し、本事業の取りまとめを行うこと。 



 

4 

 

・本事業で実施する全ての業務に関して、組合への各種報告・調整を行うこと。 

・必要に応じて、組合が主催する会議や委員会に出席すること。 

・現場で生じる課題や組合からの求めに対し、適切に対応すること。 

なお、SPC は、統括管理責任者を変更する場合には、業務品質の維持、向上を図るべく十分に引

継ぎ等を行うとともに、事前に変更に対する組合の承諾を得ること。  

 

イ 業務責任者の設置 

SPC は、個別業務を総合的に把握し調整を行う、各業務責任者を定めること。   

 

５．遵守すべき法令等  

本事業の実施に当たっては、必要な関係法令、条例、規則、要綱等を遵守するとともに、各種基準、

指針等についても本事業の要求水準と照らし合わせて適宜参考とすること。関係法令、条例、規則、

要綱、基準、指針等は全て最新版を適用すること。 

また、本事業の実施に関して特に留意すべき関係法令等は次のとおりである。 

・民法 

・建築基準法 

・都市計画法 

・港湾法 

・倉庫業法 

・港湾運送事業法 

・道路法 

・駐車場法 

・水道法 

・下水道法 

・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 

・建設業法 

・建築士法 

・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 

・環境基本法 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

・騒音規制法 

・振動規制法 

・水質汚濁防止法 

・土壌汚染対策法 

・地球温暖化対策の推進に関する法律 

・都市の低炭素化の促進に関する法律 

・大気汚染防止法 

・悪臭防止法 

・国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法） 
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・資源の有効な利用の促進に関する法律 

・エネルギーの使用の合理化等に関する法律 

・電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法 

・電気事業法 

・電気工事士法 

・地方自治法 

・電波法 

・消防法 

・警備業法 

・労働基準法 

・労働安全衛生法 

・労働者派遣事業の適性な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律 

・食品衛生法 

・食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律 

・建築物における衛生的環境の確保に関する法律 

・健康増進法 

・個人情報の保護に関する法律 

・会社法 

・沖縄振興特別措置法 

・那覇港管理組合公有財産規則 

・那覇港管理組合港湾施設管理条例 

・その他関係法令、関係条例等 

 

６．本事業の実施に要する費用負担 

本事業の実施に要する費用は、SPC が負担するものとする。 

 

７．事業終了時の措置 

SPC は、維持管理業務及び運営業務を適切に行うことにより、事業期間が終了した時点において

も、本施設の性能を本要求水準書に示す水準として維持していることを確認したうえで、組合又は次

期事業者として組合が指定する者に対して円滑に本業務を引き継ぐこと。 
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第２ 維持管理業務に関する要求水準 

１．総則 

（１）業務の目的 

維持管理業務は、業務期間中、本要求水準書、事業契約書並びに事業契約締結後に事業者が自ら作

成する各種業務計画書に基づき、本施設の機能及び性能等を適正な状態に保つとともに、利用者が安

全かつ快適に本施設を利用できる品質、水準等を保持し、那覇港及び後背地の発展に寄与することを

目的とする。  

 

（２）業務の区分 

維持管理業務の区分は、次のとおりとする。  

・建築物保守管理業務 

・建築設備保守管理業務 

・経常修繕業務 

・植栽・外構保守管理業務 

・保安警備業務 

・清掃業務 

・その他維持管理上必要な業務 

 

（３）業務の対象範囲 

維持管理業務の対象範囲は、原則として本施設の建築物の共用部分および外構部分とする。SPC

がテナントに転貸する専用区画については、原則、テナントが維持管理業務を行うものとする。 

 

（４）業務実施の基本方針 

SPC は、次の事項を基本方針として維持管理業務を実施すること。なお、SPC は、テナントが役

割分担する部分においても、要求水準を達成すべく監督・指導を行うこと。 

・施設の運営に対応した維持管理を行うこと。 

・創意工夫やノウハウを活用し、合理的かつ効果的な業務実施に努めること。 

・施設の環境を安全、快適かつ衛生的に保ち、施設利用者の健康被害を未然に防止すること。 

・立地条件を踏まえ、物理的劣化等による危険・障害等の発生を未然に防止すること。 

・環境汚染等の発生防止、環境負荷の抑制、省資源、省エネルギー等に努めること。  

・ライフサイクルコストを踏まえ、経費の削減に努めること。 

・予防保全の考え方を重視し、施設・設備の長寿命化を促進する観点から、計画的に修繕すること。 

 

（５）実施体制 

SPC は、次に規定する維持管理業務責任者及び維持管理業務担当者を配置し、管理体制、業務分

担、緊急連絡体制等の業務に必要な書類を業務着手前に組合に提出すること。 なお、組合と各業務

責任者との関係については、「別紙１ 本事業の業務実施体制について」を参照すること。 
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ア 維持管理業務責任者の設置 

SPC は、維持管理業務全体を総合的に把握し調整を行う維持管理業務責任者を定め、維持管理業

務開始前に届け出、組合の承諾を受けること。維持管理業務責任者を変更した場合も同様とする。 

維持管理業務責任者は、本事業の目的・内容を十分踏まえたうえで、次の役割を担うこと。  

・維持管理業務を一元的に管理し、取りまとめを行うこと。 

・必要に応じて、組合が主催する会議や委員会等に出席すること。  

・統括管理責任者と連携して、現場で生じる課題や組合からの求めに対し、適切に対応すること。 

 

イ 維持管理業務担当者の設置 

維持管理業務担当者は、その内容に応じ、必要な知識及び技能を有する者とする。また、法令によ

り資格が定められている場合は、当該資格を有する者とする。なお、維持管理業務担当者を、維持管

理業務責任者が兼務することは可能とする。 

 

（６）業務計画書 

ア 業務計画書  

SPC は、維持管理業務の実施に先立ち、業務期間を通じた本施設の維持管理に関する業務計画書

及びそれに付随する書類を維持管理業務期間開始の３か月前までに組合に届け出、維持管理業務開

始前に組合の承諾を得ること。  

なお、業務計画書には、次の事項を記載すること。  

・建築物保守管理業務計画 

・建築設備保守管理業務計画 

・経常修繕業務計画 

・植栽・外構保守管理業務計画 

・保安警備業務計画 

・清掃業務計画 

・その他必要な事項 

 

イ 年度業務計画書  

各事業年度において、維持管理業務開始の３０日前までに年度業務計画書及びそれに付随する書

類を提出し、当該業務の開始前に組合の承諾を得ること。なお、内容を変更する場合は、事前に届け

出、組合の承諾を得ること。  

また、年度業務計画書は、維持管理業務の実施状況の監視（モニタリング）を実施する際の確認事

項を定めたものとし、次の事項を記載すること。  

・建築物保守管理業務年度計画  

・建築設備保守管理業務年度計画 

・経常修繕業務年度計画 

・植栽・外構保守管理業務年度計画 

・保安警備業務年度計画 

・清掃業務年度計画 
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・その他必要な事項 

 

（７）業務報告書 

SPC は、維持管理業務に関する次の業務報告書及びそれに付随する資料を作成し、組合に提出す

ること。なお、報告事項の詳細については、組合と SPC との協議により決定することとする。 報告

書は、組合、SPC が各１部ずつ保管し、本事業の終了後（施設の維持管理・運営業務の終了後）３

年程度保管すること。 

官公庁への提出等が必要な書類、関係法令上の必要な報告書及び記録等を作成し、所定の手続を行

うとともに、適切に保管すること。また、副本（又は写し）、報告書、記録等は適宜、業務報告書に

添付すること。 

 

ア 日報 

日ごとに実施した業務内容を日報として取りまとめ、SPC が保管し、組合の要請に応じて提出す

ること。 

 

イ 月次業務報告書 

勤務状況、点検・保守・清掃状況、更新・修繕記録その他必要な事項について、月ごとに業務報告

書として取りまとめ、翌月下旬までに組合に提出すること。   

 

 

ウ 年度業務報告書 

勤務状況、点検・保守・清掃状況、更新・修繕記録その他必要な事項について、年度ごとに業務報

告書として取りまとめ、翌年度の５月末日までに組合に提出すること（ただし、事業の最終年度につ

いては、事業期間終了日までに提出すること）。 
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２．業務の要求水準 

（１）建築物保守管理業務 

SPC は、施設の性能及び機能を維持し、施設利用者等の安全・円滑・効率的な利用を確保するた

めに、建築物各部位の点検、保守等を実施する。 

・部材の劣化、破損、腐食、変形等について調査・診断・判定を行い、適正な性能、機能及び美観が

維持できる状態に保つこと。  

・金属部の錆び、結露やカビの発生を防止すること。 

・開閉・施錠装置、自動扉等が正常に作動する状態を保つこと。  

・建築物内外の通行等を妨げず、運営業務に支障をきたさないこと。  

・建築物において重大な破損、火災、事故等が発生し、緊急に対処する必要が生じた場合の被害拡大

防止に備えること。  

・苦情、要望、情報提供等に対し、迅速な判断により対処すること。また、苦情等発生時おいては、

現場調査、初期対応等の必要な措置を行うこと。 

 

（２）建築設備保守管理業務 

SPC は、施設の性能及び機能を維持するとともに、施設利用者の安全・快適かつ効率的に利用で

きる環境を提供するため、本施設に設置される設備機器（電気設備、機械設備、空調設備、給排水衛

生設備、監視制御設備及び防災設備等）について、適切に運転・監視、点検、保守等を実施する。 

 

ア 運転・監視 

・諸室の用途、気候の変化、利用者の安全・快適性等に留意し、各設備の適正な運営及び監視を実施

するとともに、これに関連する電力、用水、燃料等の需給状態を管理すること。 

・設備に応じて、適切な運転記録を取ること。  

・非常用設備については、適宜、試運転や点検を実施し、常に正常な機能を発揮できる状態を保つこ

と。  

 

イ 法定点検  

・各設備は関係法令の定めにより、保守点検を実施すること。 

・点検により設備が正常に機能しないことが明らかになった場合、適切な方法により対応すること。 

 

ウ 日常点検  

・各設備について、常に正常な機能を維持できるよう、設備系統ごとに日常的に保守点検を行うこ

と。  

・点検により設備が正常に機能しないことが明らかになった場合、又は何らかの悪影響を及ぼすと

考えられる場合には、適切な方法により対応すること。   

 

（３）経常修繕業務 

SPC は、業務期間中にわたって本施設の機能及び性能を維持し、利用者が安全・円滑・効率的に

利用できるよう、経常修繕業務に関する計画に基づいて、施設全体の修繕を実施する。 
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ア 長期修繕業務計画の策定 

・SPC は、業務期間に渡って予防保全※１の考え方に基づく計画修繕※２を前提とした長期修繕業務計

画を策定し、維持管理業務を開始する３か月前までに組合に提出すること。長期修繕業務計画の中

で、組合が行うべき大規模修繕※３の提案を行い、組合と協議すること。また、長期修繕業務計画

に必要な概算経費の算定を行うこと。 

・SPC は、定期的に（５年毎を想定）長期修繕業務計画を見直し、組合に提出すること。 

※１ 予防保全とは、建物を定期的に点検・診断し、異常や致命的な欠陥が発現する前に対策を講

じることをいう。 

※２ 計画修繕とは、建物や設備の劣化や耐用年数等を基に、重大な不具合が発生する前に計画的

に行う修繕をいう。 

※３ 大規模修繕とは、計画修繕のうち以下に示すスケルトンに対する大規模な修繕をいう。組合

の修繕積立金により賄う。 

 （建築）建物の一側面、連続する一面全体又は全面に対して行う修繕 

 （電気）機器、配線の全面的な更新を行う修繕 

 （機械）機器、配管の全面的な更新を行う修繕 

 

イ 経常修繕の実施  

・長期修繕業務計画を踏まえて、年度ごとに経常修繕※４に係る業務計画書を作成し、それに基づき

適切に経常修繕を実施すること。  

・実施した修繕については、管理台帳により適切に管理すること。  

・法定点検、日常点検で劣化等の恐れが生じた場合においては、調査・診断・判定を行い、適切な方

法により対応すること。 

※４ 経常修繕とは、漏水・雨漏りへの対応や消耗品の交換等、日常的に行われる修繕や、緊急時

に対応する修繕をいう。SPC の維持管理費により賄う。 

 

ウ 修繕に係る確認  

・SPC は、本施設の建築物、建築設備、備品及び外構施設の修繕を行った場合、その該当箇所につ

いて、組合へ報告するとともに、必要に応じて、組合の立会いによる確認を受けること。   

 

（４）植栽・外構保守管理業務 

SPC は、本施設の植栽及び外構を適切な状態に保つため、保守管理を行うこと。 

・植栽等の美観を保ち、剪定・刈り込みや病害虫駆除、施肥、除草等を実施する。 

・外来生物が確認され、駆除する場合は、「特定外来生物による生態系等による被害の防止に関する

法律」（平成１６年法律第７８号）に基づき、適切な措置を行うこと。  

・使用薬剤、肥料等は、環境及び安全性を考慮して使用すること。  

・樹木等の枯損・倒木の場合は、適切な措置を行うこと。 

・車路、歩道、外灯、屋外サイン等につき、機能上、安全上または美観上、適切な状態に保つこと。 

・部材の劣化、破損、腐食、変形等について調査・診断・判定を行うこと。 

・開閉・施錠装置等が正常に動作する状態を保つこと。 

https://plant.ten-navi.com/dictionary/cat07/8274/
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・各種設備が敷地内の通行等を妨げず、施設利用に支障をきたさないこと。 

 

（５）保安警備業務 

SPC は、本施設の保全、火災及び盗難の防止、巡回点検の実施、施錠・鍵の保管、来訪者等への

対応、駐車場等の保安、その他、保安警備に必要な事項を実施し、事件、事故等の未然防止に努める

こと。 

・24 時間 365 日、本施設の安全管理を行うこと。 

・本施設が港湾内に立地する施設であるという視点のもと、巡回点検及び駐車場等の保安にあたり、

次の各号に掲げる事項を確認すること。また、必要に応じて関連機関との連携を図る等、安全確保

に努めること。 

（ア）出入り車両の監視・管理 

（イ）不審者等の侵入防止 

（ウ）施錠管理 

（エ）防犯・防災設備の管理 

・防犯カメラや緊急通報装置等の保安警備業務に必要な防犯設備の整備を行い、適切な防犯対策を

行うこと。  

・万一、事件、事故等が発生した場合は、速やかに、適切な措置を行うこと。  

・防犯・防災設備については、機器の管理・点検等を行うこと。防犯カメラが撮影した画像データに

ついては適切に管理すること。  

 

（６）清掃業務 

ア 業務全般 

・業務に使用する用具や資材、消耗品等は、常に整理整頓に努め、人体に有害な薬品等は関係法令等

に準拠し厳重に管理すること。 

・作業においては省エネルギー化に努めること。 

・業務終了後は、諸室の施錠確認、消灯及び火気の始末に努めること。 

・業務に使用する用具や資材、消耗品等は、品質保証のあるもの（ＪＩＳマーク商品等）の使用に努

めること。また、グリーン購入法の特定調達物品の使用等地球環境に配慮した物品の使用に努める

こと。 

・台風の通過後等は、建物・敷地内の散乱ごみ等を適切に処理し、清掃を行い、美観と衛生を保つこ

と。 

 

イ 日常清掃 

・日常的に施設内外の清掃を行い、目に見える埃、土、砂、汚れ等がない状態を維持し、利用者及び

従業員が快適に施設を利用できる美観と衛生状態を保つこと。 

 

ウ 定期清掃 

・適正な頻度で施設内外の清掃を行い、日常清掃では除去が困難な汚れの除去や建物建材の保護を

行うこと。 
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エ 害虫駆除業務 

・必要に応じて、適切な方法により害虫駆除を行うこと。 

  ・害虫駆除にあたっては、利用の妨げにならないように実施すること。 
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第３．運営業務に関する要求水準 

１．総則 

（１）業務の目的 

運営業務は、業務期間中、本要求水準書、事業契約書並びに事業契約締結後に SPC が自ら作成す

る各種業務計画書に基づき、利用ニーズに対応したサービスを提供するとともに、利用者が安全、快

適かつ便利に本施設を利用できるような品質・水準等を保持し、那覇港及び後背地の発展に寄与する

ことを目的とする。  

 

（２）業務の対象範囲 

運営業務の対象範囲は、原則として外構を含む本施設全体とする。 

 

（３）業務の区分 

運営業務の区分は、次のとおりとする。  

・開業準備に係る業務 

・転貸料等の収受及び管理に係る業務 

・テナント管理業務 

・集貨・創貨マネジメント業務 

・防災・緊急時対応業務 

・事業期間終了時の引継業務 

・その他運営上必要な業務 

 

（４）業務実施の基本方針 

SPC は、次の事項を基本方針として運営業務を実施すること。  

・SPC は、自らまたはテナントが実施する個別業務を全体として把握することで、本施設の設置理

念に寄与するよう常に留意すること。  

・SPC は、個別業務の履行状況を常に把握し、要求水準未達の事態を招くことがないよう必要な対

応を適宜行うこと。 

・経営環境の変化に十分に対応できるよう、個別業務やその他付帯事業に係る事業収支を適切に管

理すること。 

・効率的な運営を行うこと 

・地元と調和し、地域の活性化のための運営を行うよう努めること。 

 

（５）実施体制 

SPC は以下に規定する運営業務責任者及び運営業務担当者を配置し、管理体制、業務分担、緊急

連絡体制等の業務に必要な書類を業務着手前に組合に報告すること。なお、組合と各業務責任者との

関係については、「別紙１ 本事業の業務実施体制について」を参照すること。 
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ア 運営業務責任者の設置  

SPC は、運営業務全体を総合的に把握し調整を行う運営業務責任者を定め、運営業務開始前に届

け出、組合の承諾を受けること。運営業務責任者を変更した場合も同様とする。  

運営業務責任者は、本事業の目的・内容を十分踏まえたうえで、次の役割を担うこと。  

・運営業務を一元的に管理し、取りまとめを行うこと。 

・テナント間の調整および、必要に応じてテナントに対して監督・指導すること。 

・必要に応じて、組合が主催する会議や委員会に出席すること。 

・統括管理責任者と連携して、現場で生じる課題や組合からの求めに対し、適切に対応すること。  

 

イ 運営業務担当者  

運営業務担当者は、その内容に応じ、必要な知識及び技能を有する者とする。また、法令により資

格が定められている場合は、当該資格を有する者とする。なお、運営業務担当者を、運営業務責任者

が兼務することは可能とする。 

 

（６）業務計画書 

ア 業務計画書  

運営業務の実施に先立ち、業務期間を通じた本施設の運営に関する業務計画書及び業務計画書に

付随する書類を運営業務開始の３か月前までに組合に届け出て、運営業務開始までに組合の承諾を

得ること。 なお、業務計画書には、次の事項を記載すること。 

・開業準備に係る業務計画 

・転貸料等の収受及び管理に係る業務計画（転貸料、共益費、テナント企業および利用区画、用途等） 

・テナント管理業務計画（管理方針、駐車場等の利用調整等） 

・集貨・創貨マネジメント業務計画（取扱貨物量の増大への取り組み等） 

・防災・緊急時対応業務計画 

・事業期間終了時の引継業務計画 

・その他必要な事項 

 

イ 年度業務計画書  

各事業年度において、運営業務開始の３０日前までに年度業務計画書及びそれに付随する書類を

提出し、当該業務の開始前に組合の承諾を得ること。なお、内容を変更する場合は、事前に届け出、

組合の承諾を得ること。  

また、年度業務計画書は、運営業務の実施状況の監視（モニタリング）を実施する際の確認事項を

定めたものとし、次の事項を記載すること。  

・テナント管理業務年度計画 

・集貨・創貨マネジメント業務年度計画 

・防災・緊急時対応業務年度計画 

・その他必要な事項 
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（７）業務報告書 

SPC は、運営業務に関する次の業務報告書及びそれに付随する資料を作成し、組合に提出するこ

と。なお、報告事項の詳細については、組合と SPC との協議により決定することとする。報告書は、

組合、SPC が各１部ずつ保管し、本事業の終了後３年程度保管すること。 

官公庁への提出等が必要な書類、関係法令上の必要な報告書及び記録等を作成し、所定の手続を行

うとともに、適切に保管すること。また、副本（又は写し）、報告書、記録等は適宜、業務報告書に

添付すること。 

 

ア 月次業務報告書 

次に示す事項について、月ごとに業務報告書として取りまとめ、翌月下旬までに組合に提出するこ

と。  

・取扱貨物の内容（量・品目・仕向港・最終船卸港・仕出港・最初船積港・使用航路等を予定し、組

合と協議の上、決定する） 

・その他必要な事項 

 

イ 年度業務報告書 

次に示す事項について、年度ごとに業務報告書として取りまとめ、翌年度の５月末日までに組合に

提出すること（ただし、事業の最終年度については、事業期間終了日までに提出すること）。 

・取扱貨物の内容（量・品目・仕向港・最終船卸港・仕出港・最初船積港・使用航路等を予定し、組

合と協議の上、決定する） 

・収支報告 

・事業評価報告 

・その他必要な事項 

  



 

16 

 

２．業務の要求水準 

（１）開業準備に係る業務 

SPC は、本施設が開業するまでの間に以下の業務を行う。 

 

ア テナントとの賃貸借契約の締結 

・SPC は、開業前に、本施設に入居するテナントと、組合の転貸承認を受けた上で、賃貸借契約を

締結すること。 

 

イ 設備工事に係る管理業務 

・テナントが行う設備工事については、着工前に工事内容を把握し、安全性、環境面等、港湾施設と

して適切であることを確認したうえで、組合に報告し、承認を得ること。 

・テナントが行う設備工事が、円滑に行われるよう、テナント間の工事調整を行うこと。 

 

ウ 保税地域申請に係る調整業務 

SPC は、テナントが保税地域申請を行う場合は、必要に応じて協力すること。 

 

エ 沖縄振興特別措置法第４３条に定める事業認定申請に係る調整業務 

SPC は、テナントが沖縄振興特別措置法第４３条に定める事業認定申請（国際物流拠点産業集積

地域における事業の認定）を行う場合は、必要に応じて協力すること。 

 

オ 広報宣伝業務 

SPC は、本施設及び本事業を周知するため広報宣伝活動を行うこと。広報宣伝に必要なＰＲツー

ルの作成やインターネット等の活用にも積極的に取り組むこと。 

 

（２）転貸料等の収受及び管理に係る業務 

SPC は、専用区画をテナントに転貸するにあたり、テナントとの賃貸借契約に関わる以下の業務

を行う。 

 

ア 転貸料等の設定 

・SPC は、専用区画の転貸料及び共益費並びにその他維持管理に必要な費用（以下、「転貸料等」と

いう。）を定めることができる。 

・SPC は、転貸料等の設定にあたり、周辺施設の相場等や収益性を考慮した上で、組合へ提案し、

組合の承認を得ること。 

・SPC は、経済・社会情勢の変化等により、やむを得ない場合は、転貸料等の見直しを行うことが

できる。 

・SPC は、転貸料等を見直す場合には、周辺施設の相場等や収益性を考慮した上で、組合へ提案し、

組合の承認を得ること。 

・組合は、経済・社会情勢の変化等により、必要な場合は、SPC に対して転貸料等の見直しを求め

ることができる。組合から要請があった場合、SPC は転貸料等の見直しを検討すること。 
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イ テナントとの賃貸借契約関連業務 

・SPC は、本施設に入居するテナントと、組合の転貸承認を受けた上で、賃貸借契約を締結するこ

と。 

・賃貸借契約期間は、公共財産貸付契約の残存期間の範囲内とすること。 

 

ウ 転貸料等の収受 

・SPC は、テナントから、定期的に転貸料等を徴収すること。 

・SPC は、転貸料等収入の実績について管理し、月次、年度毎に組合に報告すること。 

 

エ 事業期間中のテナントの募集・選定 

・SPC は、入居テナントが退去する場合は、速やかに新たなテナントの募集・選定を行うこと。 

・SPC は、事業期間中にテナントを変更する場合、事前に業務計画書及び年度業務計画書の変更を

提出し、組合の承認を得ること。 

 

（３）テナント管理業務 

SPC は、テナントが安全・円滑・効率的に本施設を利用できるよう、以下の業務を行うこと。 

 

ア テナント間の利用調整業務 

・SPC は、本施設におけるテナントによる共用部分の利用について、必要に応じてテナント間の調

整を行うこと。 

・本施設の管理運営の詳細な内容について、管理運営要領を定め、テナントにこれを遵守させるこ

と。 

 

イ テナント管理部分の維持管理の監督・指導業務 

・SPC は、テナントが管理する部分について、適切に維持管理が行われているか、常に把握し、必

要に応じて、テナントに対して監督・指導を行うこと。 

 

ウ 保税地域の管理に関する業務 

・SPC は、テナントと連携を図り、施設内の外国貨物の蔵置等について適切に管理すること。 

 

（４）集貨・創貨マネジメント業務 

SPC は、民間ノウハウを生かし、本施設を効率的・効果的に活用し、集貨・創貨の実現に向けて、

以下の業務を行う。 

 

ア 取扱貨物の集計・把握 

・SPC は、本施設で取り扱う貨物の内容（量・品目・仕向港・最終船卸港・仕出港・最初船積港・使

用航路）を集計・把握すること。 
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・事業契約締結時に策定する当初の事業計画に対して、実際の実施状況や達成度、その成果等を検証

し、自己評価を行うこと。 

 

イ テナントへの監督・指導 

・SPC は、事業目的を達成できるよう、適宜、テナントに対して監督・指導を行うこと。 

 

（５）防災・緊急時対応業務 

SPC は、「那覇港防災・減災計画」、「那覇港港湾事業継続計画（那覇港港湾 BCP）」、「沖縄県地域

防災計画」、「那覇市地域防災計画」、「国土強靱化アクションプラン」及び「荷主と物流事業者が連携

した BCP 策定のためのガイドライン」を参考にし、防災対策及び緊急時の対応を以下のとおり行う

こと。 

・緊急時における人身の安全確保、施設の安全停止、施設の復旧等の手順を定めた危機管理マニュ

アルを作成のうえ、運営業務開始前に組合へ提出すること。緊急時にはマニュアルに従った適切

な対応を行うこと。なお、危機管理マニュアルは必要に応じて随時改定し、組合に報告すること。 

・台風・大雨等の警報発令時、地震、火災、事故、関係者のけが等が発生した場合に備えて、自主

防災組織を整備するとともに、組合、警察、消防等への連絡体制を整備すること。なお、体制を

変更した場合は速やかに組合に報告すること。 

・緊急時に防災組織及び連絡体制が適切に機能するように、定期的に防災訓練を行うこと。また、

訓練の開催については、事前に組合に通知すること。 

・災害発生時においては、人身の安全を確保するとともに、環境及び施設へ与える影響を最小限に

抑えるよう適切に対応し、二次災害の防止に努めること。 

 

（６）事業期間終了時の引継業務 

SPC は、事業期間終了時に、組合及び次期事業者に対して円滑に施設及び業務を引き継ぐことが

できるよう、以下の業務を行うこと。 

・維持管理及び運営業務を適切に行うことにより、事業期間が終了した時点においても、本施設の性

能を本要求水準書に示す水準として維持していること。  

・SPC またはテナントが自ら導入した設備等がある場合、原則として、本施設を原状に回復し、組

合に引き渡すこと。ただし、事業期間終了前に組合と SPC で協議し、撤去する必要がないと組合

が判断した場合、組合に対して無償で譲渡するものとする。  

・次期事業者が決定している場合には、SPC は、事業期間終了後に次期事業者が円滑に業務を遂行

できるよう、事前に維持管理業務及び運営業務の引継ぎを行うこと。  
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第４．モニタリングの実施に関する要求水準 

（１）モニタリング実施計画書の作成 

・SPC は、業務開始前までに、別紙２に示すモニタリング実施方針の内容を踏まえ、組合と協議の

上、モニタリングの実施に係る計画書（以下「モニタリング実施計画書」という。）を作成するこ

と。 

 

（２）モニタリングの実施 

・SPC は、本施設における維持管理業務及び運営業務、集貨・創貨の取り組みについて、モニタリ

ング実施計画書に基づいてセルフモニタリングを実施すること。 
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別紙１  

本事業の実施体制について 

 

SPC は、本事業の業務実施に当たっては、本事業の統括管理責任者を配置するとともに、維持管

理業務及び運営業務の責任者を配置し、組合への各種報告・調整を適切に行うこととする。 

本施設における事業目的の達成のためには、専用区画におけるテナントの管理が重要であること

から、運営業務責任者が統括管理責任者を兼務することは可とするが、維持管理業務責任者が統括

管理責任者を兼務することは不可とする。なお、運営業務責任者が維持管理業務責任者を兼務する

ことは可とするが、１人の責任者が３つ全ての責任者を兼務することはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

那覇港管理組合 

維持管理業務責任者 運営業務責任者 

各種報告・調整 

兼務不可 

統括管理責任者 

兼務可 

兼務可 
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別紙２  

モニタリング実施方針 

１ モニタリングの基本的な考え方 

1.1 基本的な考え方 

那覇港管理組合（以下「組合」という。）は、選定事業者である SPC から提供されるサービスが、

常に要求水準を達成していること、特に集貨・創貨に関する内容を確認するため、モニタリングを

実施する。組合は、モニタリングの結果、SPC から提供されるサービスが要求水準を達成していな

い場合、SPC に対して改善勧告を行い、要求水準を達成するよう改善を求める。改善の見込みがな

いと判断される場合には、組合は、事業契約を解除する場合がある。 

 

1.2 モニタリングの対象業務 

モニタリングの対象となる業務は以下のとおりとする。  

対象業務 要求水準未達成時の措置 

維持管理業務 

(ア) 建築物保守管理業務 

・改善勧告 

・業務担当者、業務実施企業

の変更 

・事業契約の解除 

(イ) 建築設備保守管理業務 

(ウ) 経常修繕業務 

(エ) 植栽・外構保守管理業務 

(オ) 保安警備業務 

(カ) 清掃業務 

(キ) その他維持管理上必要な業務 

運営業務 

(ア) 開業準備に係る業務 

(イ) 転貸料等の収受及び管理に係る業務 

(ウ) テナント管理業務 

(エ) 集貨・創貨マネジメント業務 

(オ) 防災・緊急時対応業務 

(カ) 事業期間終了時の引継業務 

(キ) その他運営上必要な業務 

 

1.3 実施時期 

組合は、以下の時点においてモニタリングを実施する。 

（１）業務計画書提出時 

（２）維持管理及び運営業務時（月次・年度） 

（３）事業期間終了時 

 

1.4 費用の負担 

組合が実施するモニタリングに係る費用は、組合が負担し、SPC が自ら実施するモニタリング及

び報告書類作成等に係る費用は、SPC の負担とする。 
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２ モニタリングの内容 

2.1 業務計画書提出時 

組合は、SPC が提供する業務の実施体制・計画が要求水準等の内容を達成することが可能か、提

案書の内容が実現可能かという観点から、SPC が提出する業務計画書の内容を確認する。 

 

対象書類 予定内容 SPC による対象書類の提出時期 

１ 業務計画書 業務開始前に左記書類の確認

を行う。 

本事業の業務期間開始の３か月前まで 

２ 年度業務計画書 年度開始前に左記書類の確認

を行う。 

各事業年度が開始する日の 30 日前まで 

（本施設の利用環境の変更等により、事業

契約時に定めた要求水準等を変更するこ

ととなった場合は随時提出する） 

 

2.2 維持管理及び運営業務時 

組合は、本事業の維持管理及び運営業務の期間中、SPC が提供するサービスが要求水準書及び業

務計画書等の内容を達成しているか確認する。 

組合と SPC は、SPC が提供するサービスに対し、それぞれ日常・定期・随時の 3 種類のモニタ

リングを実施する。 

 

■維持管理業務 

種別 予定内容 

①日常モニタリング 

1）SPC は、維持管理業務を担当する企業が行う各業務の遂行状況について日

報として取りまとめる。日報は、SPC が保管し、組合の要請に応じて提出

する。 

2）SPC は、本事業の運営やサービスの提供に大きな影響を及ぼすと思われる

事象が生じた場合には、直ちに組合に報告する。 

②定期モニタリング 

1）SPC は、点検・保守・清掃状況、更新・修繕記録その他必要な事項につい

て、維持管理業務に関する業務報告書として月次及び年度毎に組合に提出

する。業務報告の具体的な項目及び内容は、組合と協議のうえ決定し、業務

計画書に記載するものとする。 

2）組合は、SPC から提出された月次及び年度業務報告書の内容を確認すると

ともに、施設を巡回し、予め協議のうえ定めたモニタリング項目に従って、

各業務の遂行状況を確認・評価する。 

3）SPC は、上記 2 に示す組合による確認に対して最大限協力する。 

4）組合と SPC は、定期的に「モニタリング会議（仮称）」を開催（月１回以

上を予定）し、SPC は組合に対して日常及び定期モニタリングの結果を報

告する。 
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種別 予定内容 

③随時モニタリング 

1）組合は、必要と認めるときは、適宜施設を巡回し、各業務の遂行状況を確

認・評価する。 

2）組合は、業務改善勧告を行った業務について、要求水準等の達成状況の確

認を行う。 

3）利用者等からの苦情等について、組合は、必要に応じて SPC に対して業務

遂行状況、要求水準等の達成状況についての説明を求める。 

4）組合は、随時モニタリングの実施にあたり、必要に応じて第三者の意見を

聴取できるものとする。 

 

■運営業務 

種別 予定内容 

①日常モニタリング 

1）SPC は、日常的に、自らの責任により、運営業務を担当する企業が行う各

業務の遂行状況についてモニタリングする。 

2）SPC は、本事業の運営やサービスに大きな影響を及ぼすと思われる事象が

生じた場合には、直ちに組合に報告する。 

②定期モ

ニタリン

グ 

集貨・創

貨 

1）SPC は、本施設で取り扱う貨物の内容（量・品目・仕向港・最終船卸港・

仕出港・最初船積港・使用航路 等）、その他必要な事項について、月ごと

に業務報告書として取りまとめ、翌月下旬までに組合に提出する。  

2）SPC は、本施設で取り扱う貨物の内容（量・品目・仕向港・最終船卸港・

仕出港・最初船積港・使用航路 等）、収支報告、集貨・創貨の取り組みに

ついてのモニタリング計画に関する事業評価（自己評価）、その他必要な事

項について、年度ごとに業務報告書として取りまとめ、翌年度の５月末日ま

でに組合に提出する。 

集貨・創

貨 以 外

の 運 営

業務 

1）組合は、SPC から提出された月次及び年度業務報告書の内容を確認すると

ともに、施設を巡回し、予め協議のうえ定めたモニタリング項目に従って、

各業務の遂行状況を確認・評価する。 

2）SPC は、上記 1 に示す組合による確認に対して最大限協力する。 

3）組合と SPC は、定期的に「モニタリング会議（仮称）」を開催（月１回以

上を予定）し、SPC は組合に対して日常及び定期モニタリングの結果を報

告する。 

③随時モニタリング 

1）組合は、必要と認めるときは、適宜施設を巡回し、各業務の遂行状況を確

認・評価する。 

2）組合は、業務改善勧告を行った業務について、要求水準等の達成状況の確

認を行う。 

3）利用者等からの苦情等について、組合は、必要に応じて SPC に対して業務

遂行状況、要求水準等の達成状況についての説明を求める。 

4）組合は、随時モニタリングの実施にあたり、必要に応じて第三者の意見を

聴取できるものとする。 
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■「モニタリング会議（仮称）」について 

組合と SPC は、本事業の維持管理及び運営業務の期間中、モニタリングに関する情報共有及び

意見交換等を目的として、定期的に「モニタリング会議（仮称）」を開催するものとする。「モニタ

リング会議（仮称）」の運営、費用負担等に関する詳細については、別途、組合と SPC で協議のう

え定めるものとする。 

 

2.3 事業終了時 

組合は、事業期間の終了時において、本施設の機能について要求水準等の達成状況の確認を行う。 

1）SPC は、事業期間終了に際して、スケルトン状態に原状回復するため施設及び設備機器の改修、

又は更新の必要性を検討し、必要に応じて改修又は更新を行う。 

2）SPC は事業期間が終了する前に事業期間終了後の改修又は更新の必要性等について調査し、

組合に報告するものとする。 

3）組合は SPC に対し、事業終了時の１ヶ月前に、事業終了時のモニタリングの実施について事

前に通知を行い、終了時のモニタリングを実施する。 

4）組合は、事業終了時のモニタリングとして、要求水準書等及び本施設の竣工図等の関係資料を

もとに、本施設の機能について要求水準等の達成状況の確認を行うものとする。事業終了時の

モニタリングは、SPC の立会いのもとで組合が実施する。 

 

３ 要求水準未達成の場合の措置 

3.1 改善勧告 

モニタリングの結果、要求水準が達成されていない場合は、組合は SPC に対して業務の改善勧

告を行う。 

 

3.2 業務改善計画書の提出 

SPC は、組合からの改善勧告を受けた場合、直ちに業務改善計画書を作成し、組合に提出する。

組合は、当該計画により、要求水準の改善が可能であると認めた場合、これを承認する。また、組

合は SPC と協議の上、業務改善勧告に対する改善時期を設定する。 

 

3.3 改善の実施及び改善状況の確認 

SPC は、組合の承認を受けた後、改善計画書に基づき、速やかに改善を実施し、組合に報告する。 

組合は、SPC からの改善の報告を受け、随時モニタリングを実施し、改善状況を確認する。 

組合は、業務の改善が認められない場合には、再度改善勧告を行うことができるものとし、必要

に応じ、業務担当者の変更、又は業務実施企業の変更等を求めることができる。 

また、組合は、以下のような状況の場合は、「監視委員会」を開催することができるものとする。

「監視委員会」において履行内容の妥当性及び業務改善等の見込みがないと判断された場合、組合
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は、契約解除の手続きに移行することができる。 

・SPC から業務改善計画書の提出がない場合 

・同一の原因に起因する同一事象での複数回の改善勧告が既に出されているが、改善が認められ

ない場合 

・集貨・創貨に関する年度業務計画の未達成の状況が続き、改善が難しいと考えられる場合 

・監視委員会が必要と判断する措置に係る要請がなされたにもかかわらず、監視委員会の開催の

原因となった事由が改善される見込み又は当該事由と同一若しくは同種の事由の再発が防止

される見込みがないと組合が合理的に判断した場合 

・本事業の実施にあたって重大な支障があると認められる場合 

なお、SPC は、組合が行う改善勧告に対して、その妥当性に疑義がある場合は、「監視委員会」

の開催を求めることができるものとし、組合の改善勧告の妥当性について判断を求めることができ

る。 

 

■「監視委員会」について 

組合は、本事業の効率性及び履行内容の妥当性を公平に判断することを目的として、第三者たる

専門家（弁護士、会計士等）を構成員とする「監視委員会」を設置し、必要に応じて随時開催する

ものとする。「監視委員会」の運営、費用負担等に関する詳細については、別途、組合と SPC で協

議のうえ定めるものとする。 

 

3.4 改善費用の負担 

要求水準が達成されない場合は、組合と SPC は、相互に協力し状況の改善に努める。その後、事

態の発生に至った責任の所在を明らかにし、組合側の責めに帰すべき場合は、協議の上 SPC に生

じた費用を組合が負担する。その他の場合にあっては、改善に要した費用は SPC が負担する。 
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■モニタリングから改善勧告等への流れ１（集貨・創貨以外の維持管理・運営） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 改善勧告に至った場合、サービス維持を優先し改善の実施に努めること。なお、同一の原因に起因す

る同一事象で３回目以上の再発の場合には、組合は業務担当者又は業務実施企業の変更を求めること

ができるものとする。 

※２ 同一の原因に起因する同一事象での複数回の改善勧告が既に出されているが、改善が難しいと判断し

た場合、組合は「監視委員会」を開催することができるものとする。また、SPC も組合の改善勧告に

疑義がある場合、「監視委員会」の開催を求めることができるものとする。 

 

モニタリングの実施 

要求水準を満たし
ているか 

状態は改善されたか 

改善計画立案 

改善見込なし 

Yes 

モニタリングの実施 

改善の実施 

Yes：改善された 

改善勧告※１ 

事業継続 

No 

※２ 

 

事業継続 

No：改善されない 

契約解除 

監視委員会 

改善見込あり 

同一の原因に起因

するか 

No 

Yes 

業務改善計画書の提出 

NPA⇒SPC 

SPC⇒NPA 

NPA 

SPC 

SPC 

NPA 
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■モニタリングから改善勧告等への流れ２（集貨・創貨） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 年度末に当該年度の集貨・創貨についての実績を SPC が NPA に報告し、NPA がモニタリングを行う。 

※２ 改善勧告に至った場合、SPC は改善計画を含んだ翌年度の年度業務計画書を作成し、改善に努めるこ

と。なお、組合は、改善にあたりテナントの入替を要請できるものとする。 

※３ 集貨・創貨に関して改善が難しいと判断した場合、組合は「監視委員会」を開催することができるもの

とする。また、SPC も組合の改善勧告に疑義がある場合、「監視委員会」の開催を求めることができる

ものとする。 

集貨・創貨のモニタリングの実施 ※1 

Yes 
事業継続 

No 

改善勧告※２ ※３ 

改善の実施 

 

改善見込あり 

当年度の集貨・創貨の年度業務計
画を達成しているか。 

 

監視委員会

※2 

改善見込なし 

契約解除 

翌年度の年度業務計画書の提出 

改善計画立案 

NPA 

SPC 

NPA⇒SPC 

SPC 

SPC 
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